
 

- 56 - 

 

（任意組合等に係る事業の適格請求書交付に当たっての各種届出書の提出方法） 

問 51 当団体は、任意組合等に係る事業として適格請求書の交付を考えていますが、組合員の一

人が新たに事業を開始した者であるため（事業を開始した日の属する課税期間に当たるため）、

その組合員が当該課税期間の初日から登録を受けようとする旨を記載した登録申請書を当該

課税期間の末日までに提出することで、当該課税期間の初日から登録を受けたものとみなさ

れる事業者である場合、登録申請書を提出していることを確認の上、「任意組合等の組合員の

全てが適格請求書発行事業者である旨の届出書」の当該事業者の登録番号欄を空欄で提出し、

当該組合員に係る登録通知書が届き次第、登録番号を別途提出することとしてよいでしょう

か。 

また、組合員の加入・離脱が頻繁に行われることが予定されるところ、「任意組合等の組合

員の全てが適格請求書発行事業者である旨の届出事項の変更届出書」は組合員の加入・離脱

の都度提出しなければならないのでしょうか。【令和５年 10 月追加】 

【答】 

任意組合等が事業として行う課税資産の譲渡等については、その組合員の全てが適格請求書

発行事業者であり、業務執行組合員が、その旨を記載した「任意組合等の全てが適格請求書発

行事業者である旨の届出書」（以下「任意組合等の届出書」といいます。）を納税地を所轄する

税務署長に提出した場合に限り、適格請求書を交付することができます（消法 57 の６、消令

70 の 14①②）。 

そのため、適格請求書発行事業者でない事業者が任意組合等の組合員となる場合、当該事業

者が適格請求書発行事業者としての登録を受けるまでは、任意組合等の届出書は提出できない

こととなります。 

しかしながら、当該適格請求書発行事業者でない事業者が、新たに事業を開始した者である

ため（事業を開始した日の属する課税期間に当たるため）、当該課税期間の初日から登録を受け

ようとする旨を記載した登録申請書を当該課税期間の末日までに提出することで、当該課税期

間の初日から登録を受けたものとみなされる事業者である場合（消令70の４、消規26の４一）

において、当該登録申請書を提出し、課税期間の初日から適格請求書発行事業者の登録を受け

ることが見込まれる場合には、任意組合等の届出書における当該組合員の登録番号欄に「後日

提出予定」などの記載を行った上で提出し、当該組合員に対して適格請求書発行事業者の登録

通知があった後、速やかに任意組合等の届出書（次葉）等により、当該組合員の登録番号を提

出することとして差し支えありません（注）。 

また、任意組合等の届出書に記載した事項に変更があったときは、その旨を記載した「任意

組合等の組合員の全てが適格請求書発行事業者である旨の届出事項の変更届出書」（以下「任意

組合等の変更届出書」といいます。）に、任意組合等に係る組合契約の契約書その他これに類す

る書類の写しを添付し、速やかに納税地を所轄する税務署長に提出する必要があります（消令

70 の 14③）。 

任意組合等の変更届出書は、原則として、適格請求書発行事業者である組合員の加入や離脱

など、変更があった都度速やかに提出することが求められますが、そうした変更が頻繁に行わ

れるなど、速やかな提出が困難である場合には、当該任意組合等に係る一定の期間（以下「計

算期間」といいます。）の末日までに、その計算期間内に生じた変更事項をまとめた一覧を添付

の上、任意組合等の変更届出書を提出することで差し支えありません。 
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（注） 仮に当該組合員が登録拒否要件（消法 57 の２⑤）に該当し、適格請求書発行事業者の登

録を受けられなかった場合には、それまで適格請求書を交付した任意組合等の事業に係る課

税資産の譲渡等について、改めて適格請求書ではない書類を交付する等の対応を行う必要が

ありますのでご留意ください。 

 

（適格請求書発行事業者とそれ以外の事業者の共有資産の譲渡等） 

【答】  

適格請求書発行事業者が適格請求書発行事業者以外の者と資産を共有している場合、その資

産の譲渡や貸付けについては、所有者ごとに取引を合理的に区分し、相手方の求めがある場合

には、適格請求書発行事業者の所有割合に応じた部分について、適格請求書を交付しなければ

なりません（基通１－８－７）。 

したがって、貴社は、建物の売却代金のうち、貴社の所有割合（例えば持分など）に対応す

る部分を基礎として、適格請求書を交付することとなります。 

  

（ごみ袋等に係る適格請求書の交付方法） 

【答】  

小売店等が商品として扱う各自治体の指定ごみ袋や粗大ごみの処理券等（以下「ごみ袋等」

といいます。）の販売については、各自治体が定める条例等の内容に応じて、各自治体から仕入

れたごみ袋等自体の譲渡として課税取引となる場合のほか、物品切手の譲渡として非課税取引

となる場合、受託販売（一時的な代金の預かり）として課税対象外（不課税取引）となる場合

など様々ですので、こうした態様や課税関係に応じて、適格請求書等を交付する等の対応を検

討いただく必要があります。 

この点、ごみ袋等の販売により収受する金銭は、各自治体におけるごみ処理という役務の提

供（課税資産の譲渡等）の対価（ごみ処理手数料）を各自治体に代わって収受するという側面

を有するものであるため、その販売が非課税取引や不課税取引（以下「非課税取引等」といい

ます。）となるものであっても、媒介者交付特例を活用し、顧客に対して、小売店等の名称や登

録番号を記載した適格請求書等の交付を行うこととしても差し支えありません（消令70の12①）。 

なお、媒介者交付特例に係る適格請求書等の写しの交付については、小売店等から各自治体

に対して交付している納入通知書等に代えることも認められます。 

また、ごみ袋等については、一般的に条例等に基づいてその税込販売価額が定められている

ものと考えられるため、小売店等においては、税込価額で記載するごみ袋等と、税抜価額で記

載するその他の商品を併せて一の適格簡易請求書に記載する場合に、「税込販売価額」を税抜化

問 52 当社は、適格請求書発行事業者です。適格請求書発行事業者でない事業者と共有している

建物を売却することになりましたが、適格請求書はどのように交付すればよいですか。【令和

５年 10 月改訂】 

問 53 当社は、小売業（スーパーマーケット）を営む事業者です。当社が商品として扱う自治体

の指定ごみ袋や粗大ごみの処理券等については、条例等の内容に応じて、課税や非課税、不

課税など課税関係が異なります。こうした課税関係の中、顧客に対してどのように適格請求

書を交付すればよいですか。【令和５年 10 月追加】 


